
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。
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　平成２７年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は、歳入総額２０５億９，９１１万８千円、歳出総額１９９億７００万８千円で、翌年度への繰越財源１億２，４１４万５千
円を除いた実質収支額は、５億６，７９６万５千円となりました。
　特別会計は８会計合計で、歳入総額１１５億５５０万２千円、歳出総額１１４億７，７３５万２千円となりました。老人保健施設特別
会計において、出納閉鎖期間中に歳入不足が生じていることが判明し、３，７６５万１千円の赤字となったため、翌年度歳入繰上充用を
行い、収支の均衡を図りました。
　企業会計については、水道事業において、病原性原虫による汚染に対処するため高度な浄水処理施設を備えた大木浄水場建設工事に着
手しました。市民サービスの向上と事業の効率化、経費節減に努め、１，５４４万４千円の黒字となりました。簡易水道事業において
は、事業の効率化に努めましたが、２３３万７千円の赤字となりました。下水道事業は、施設の老朽化に伴う修繕等の維持管理経費が
年々増加している状況であり、一般会計からの補塡を行う中で、３，１０１万８千円の黒字となりました。病院事業は、医療サービス向
上のため、７対１看護体制を維持するとともに、電子カルテシステムの更新や病院機能評価の審査への準備など、より質の高い医療サー
ビス実現のため取り組みました。決算では、６，５３８万６千円の赤字となりました。

502,091 12,920 0 12,920 495,784 6,307

0

△ 37,651

5,420

***平成27年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）

　市税は個人市民税などの減収により全体として１，９４５万７千円の減収（前年度と比べ０．４％減）となりました。地方消費税
交付金は２億９，０８３万１千円、地方交付税は２億３，２６７万円、それぞれ増加しました。国庫支出金については、国の経済対
策による補助金が減少したことなどから３億７，３３３万１千円減少しました。財産収入は、上比延工場公園における土地売払収入
などにより、８，６３４万１千円増加しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）

　総務費は公共施設整備基金への積立が増加したことなどにより６億３，４４９万７千円増加、衛生費は太陽光発電事業特別会計
への繰出金の増加などにより、３億１，３５１万５千円増加しました。土木費は茜が丘複合施設建設工事等が完了したことなどに
より、１４億３，３０２万４千円減少、教育費は小中学校のトイレ洋式化及び太陽光発電設備設置工事などにより、
７億４，１８５万９千円増加しました。

増 減 額
平成26年度
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区　　　分
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）
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繰出金 2,270,327
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0.4 67,108 0.4
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0.0
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9.0

9.0
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3,167,913

普通建設事業費

投資的経費

扶助費

公債費

災害復旧事業費
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2,442,264

3,214,004 16.1

8.8

その他の経費

補助事業費

11,163,676

単独事業費

1,408,400

積立金 539,321

維持補修費

物件費 2,048,779
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貸付金 1.6325,040
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1,759,824
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平成26年度

決 算 額 構成比
増 減 額

　人件費は９，１５５万４千円減少、補助費等は簡易水道事業会計への補助金及び農業近代化施設修繕交付金などにより
４億７，６７０万５千円増加しました。普通建設事業費は、茜が丘複合施設建設工事の完了などにより、６億４，７６０万２千円
減少しました。
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10.0%

扶助費

16.1%

公債費
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0.0%
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数

区　　　分 平成27年度 平成26年度
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36.0
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41.4 
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32.0
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自 主 財 源 比 率

0.52 0.52
0.49

0.48

0.48

0.40

0.50

0.60

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

財 政 力 指 数

※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。

12.1 11.0

9.6
8.4 7.8

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

実 質 公 債 費 比 率

※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は８８．７％で、前年度より
３．２ポイント良化しました。実質公債費比率については、０．６ポ
イント良化しました。

89.8 90.1 89.5 

91.9 

88.7 

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

経 常 収 支 比 率

※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

3,155,745

134,300

企業会計

一般会計

区　　　　　分

1,052,000

0

696

　借入金である市債の一般会計の平成２７年度末現在高は、５億５，２３１万４千円増加（前年度比３．０％増）しましたが、企業会
計を含めた市全体では４億４，０８９万円減少（前年度比０．８％減）しました。一般会計の市債現在高が増加した主な要因は、臨時
財政対策債（８億３，６６４万５千円）の発行です。

0

18,507,587

36,822

平成26年度末

0

平成27年度中増減額

現在高 市債発行額 元金償還額 現在高

917,700 439,931病院事業

53,864,281

平成27年度末

3,596,635

161,162 2,164,808

569,069

1,974,634

569,069

19,059,9012,103,745 1,551,431

33,794,421

70,570

70,570

02,325,970

639,639

34,717,055

639,639

特別会計

老人保健施設

水道事業

1,372,845 21,703,967

53,423,391

9,888,824

合　　　　計

37,518簡易水道事業

9,411,055

下水道事業 22,942,512

16,129,160 16,789,020
17,784,272 18,507,587

19,059,901

26,520,244
25,444,868

24,242,330
22,942,512

21,703,967

2,743,227 2,614,546 2,475,858 2,325,970 2,164,808

10,233,192
9,724,863 9,617,055 9,411,055 9,888,824

865,431 810,182 745,205 677,157 605,891
0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

単位：千円

主財源に当たります。

※臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付
される地方交付税の原資が足りないため、不足
分の一部を地方自治体が借り入れし、財源を確
保することです。返済時には地方交付税として
全額措置されます。
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○　基金の状況

（単位：千円）

減 債 基 金

107,007

212公 営 墓 地 基 金

地 域 振 興 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

10,888

967,925

　貯金である基金の平成２７年度末残高は、１０１億３，３９７万５千円で、前年度に比べ８億５，３５２万４千円増加しました。
　財政調整基金は３億５，８５４万円増加しました。一方、満期一括償還に伴い減債基金を５，４１１万１千円、地域福祉基金は障害
者や高齢者のための福祉事業へ充当するため６１２万５千円を、また、環境基金についても播州織繊維くずエタノール化事業化検討調
査事業など環境保全に関する事業へ充当するため９６９万９千円を取り崩しました。

現在高
平成27年度末平成26年度末

2,160,901

4,958,639
取り崩し額

358,540

233 54,111 48,676

平成27年度中増減額
積　立　額

329,930291,292

9,699 61,307

112,719

04,600,099

51,852

507,940

現在高

102,554

0

508,7876,125

55,233

111,708 1,011

56,233

合　　　　　計 9,280,451

320,251そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 113,954

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

0

10,133,975

13,217 414,041

114,401

1,369,788

95,211 18,743

1,774,374

19,154

1,212

6,972

20,000

1,368,937

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

10,037

386,527 0

58,638

3,457,152
3,766,674

4,172,212
4,600,099

4,958,639
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単位：千円
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